
郵便局数の推移（民営化以降の営業中の店舗）

19年10月1日
からの増減

19年10月1日
からの増減

19年10月1日
からの増減

平成19年10月1日 20,234 3,882 24,116

平成20年3月末 20,234 ±0 3,859 -23 24,093 -23

平成21年3月末 20,237 ＋3 3,939 ＋57 24,176 ＋60

平成22年3月末 20,227 －7 4,053 ＋171 24,280 ＋164

平成23年2月末 20,225 －9 4,096 ＋214 24,321 ＋205

平成23年3月末 20,096 －138 4,041 ＋159 24,137 ＋21

平成23年4月末 20,126 －108 4,058 ＋176 24,184 +68

平成23年5月末 20,129 －105 4,058 ＋176 24,187 +71

平成23年6月末 20,133 －101 4,058 ＋176 24,191 +75

直営郵便局 簡易郵便局 合　計

営業中の郵便局は増加し、22年9月時点で１８９局増加しています。

　
　　　・広島段原山崎郵便局
　　　・君津新日本製鉄内郵便局
　　　・大阪新ダイビル内郵便局
　　　・浪速久保吉郵便局
　　　・仙台大野田郵便局
       ・三田上野郵便局
　

区画整理や入居ビルの取壊し
などにより閉鎖

▲6局

　
 ・日本橋南郵便局へ統合（3局）
 ・大阪谷町四郵便局へ統合（3局）
 ・西新橋郵便局へ統合（2局）
 ・中之島ダイビル内郵便局へ統合（1局）
 ・横浜駅西口郵便局へ統合（1局）
 ・阿佐谷駅前郵便局へ統合（1局）

お客さまにより便利にお使い
いただくための統合・大型店舗化

▲11局

　

　　　    ・津和地郵便局

　 　   ・西谷郵便局

局種変更をして店舗を維持

▲2局

減少した直営局 合計111局

　
　・トレッサ横浜郵便局
　・エミフルMASAKI郵便局
　・東京中央郵便局大手町分室
　・東京中央郵便局丸の内分室
　・那覇東郵便局真嘉比分室
　・津久井郵便局津久井青根分室
　・新井郵便局新井長沢分室
　・博多大井郵便局
　・ひたち野うしく郵便局

増加した直営郵便局
（新設や簡易局からの変更）

増加した直営局 10局

　
・北海道支社　　＋13局

・東北支社　　　 ＋14局

・関東支社　　　 ＋10局
・東京支社　　　 ± 0局

・南関東支社　　－ 2局
・信越支社　　　 ＋34局

・北陸支社　　　 ＋13局
・東海支社　　　 ＋47局

・近畿支社　　　 ＋13局

・中国支社　　　 ＋27局
・四国支社　　　 ＋ 3局

・九州支社　　　 ＋42局
・沖縄支社　　　 ± 0局

増加した簡易郵便局
（一時閉鎖の解消など）

増加した
簡易局 214局

平成２３年６月末

23年6月末時点で民営化時（19年10月）から営業中の店舗は75局増加しています。

　
　東北地方37局
　その他の地域1局

東日本大震災の影響

により営業を休止

減少した
簡易局　38局

　

　

東北地方92局

東日本大震災の影響により営業を
休止

▲92局 　 ・三田上野郵便局

増加した直営郵便局
（再開のため）


